
   
2025 年 11 月 26 日 

各 位 

会 社 名 株式会社ディー・エル・イー 

代 表 者 名 代表取締役社長 CEO・CCO 小 野  亮 
（コード番号：3686 東証スタンダード） 

問 合 せ 先 取締役 CSO 北 川  智 哉 
  （TEL.  03-3221-3990） 

 
 

完全子会社の吸収合併並びに連結子会社及び非連結子会社の解散に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年 11 月 26 日開催の取締役会において、下記の通り当社の非連結子会社である株式

会社 DLE キャピタルを吸収合併すること（以下「本吸収合併」といいます。）並びに当社の連結子

会社であるタイレル株式会社、合同会社ドリームリンク、株式会社ディーエルイー コリア及び非

連結子会社である DLE America Inc.を解散することを決議いたしましたので、お知らせいたしま

す。 

 

記 

 

１． 吸収合併 

（１） 吸収合併の目的 

当社は、当社グループのベンチャーキャピタル事業を展開する子会社として、株式会社 DLE

キャピタル（以下「DLE キャピタル」といいます。）を設立しておりました。 

将来成長が見込まれるブランドを保有する企業への投資等、当社グループ投資事業において

一定の役割を果たしてきましたが、大きく広がったビジネス領域の選択と集中を行う中で、

DLE キャピタルの維持コスト等を勘案し、DLE キャピタルを吸収合併することといたしまし

た。本吸収合併は、当社のコアビジネスとして位置づけている AI 事業を主軸とした成長戦

略・事業戦略の迅速な実行を目的とするものであります。 

なお、当社は連結財務諸表を作成しており、対象となる DLE キャピタルは非連結の特定子会

社ですが、本吸収合併により特定子会社から外れることとなります。 

 

（２） 吸収合併の要旨 

① 日程 

取締役会決議  2025 年 11 月 26 日 

吸収合併契約締結 2025 年 11 月 26 日 

吸収合併効力発生日 2026 年２月１日 



 本吸収合併は、当社においては会社法第 796 条第２項本文に定める簡易合併であり、

DLE キャピタルにおいては会社法第 784 条第１項本文に定める略式合併であるため、い

ずれも合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく実施いたします。 

 

② 吸収合併の方式 

 当社を存続会社、DLE キャピタルを消滅会社とする吸収合併であり、本吸収合併によ

り DLE キャピタルは解散いたします。 

 

③ 吸収合併に係る割当ての内容 

 DLE キャピタルは当社の完全子会社であるため、本吸収合併に際して当社は、株式の

割当て及び金銭その他の財産の交付は行いません。 

 また、本吸収合併による当社の資本金の額及び資本準備金の額の変更はございませ

ん。 

 

④ 吸収合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

 DLE キャピタルは、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりませんので、該

当事項はございません。 

 

⑤ 吸収合併の当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１）名称 株式会社ディー・エル・イー 株式会社 DLE キャピタル 

（２）所在地 東京都千代田区麹町三丁目 

３番地４ 

東京都千代田区麹町三丁目 

３番地４ 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 CEO・CCO 

小野 亮 

代表取締役 椎木 隆太 

（４）事業内容 ファスト・エンタテイメント

事業等 

投資運用事業等 

（５）資本金 95 百万円 25 百万円 

（６）設立年月日 2001 年 12 月 27 日 2018 年３月１日 

（７）発行済株式数 43,448,440 株 1,000 株 

（８）決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（９）大株主 

及び持ち株比率 

朝日放送グループホールディングス

株式会社        48.68％ 

当社           100％ 

椎木 隆太       15.75％  

投資事業有限責任組合 JAIC-Web3 

ファンド         2.15％ 

 

Hasbro,Inc              1.66％  



楽天証券株式会社     1.59％  

株式会社 SBI 証券     1.20％  

マネックス証券株式会社  0.57％  

JP モルガン証券株式会社  0.48％  

三菱 UFJe スマート証券株式会社 

              0.43％ 

 

廣中 龍蔵        0.41％  

（10）当事会社間の関係等 

  資本関係 当社の完全子会社であります。 

  人的関係 当社の取締役２名が当該会社の取締役２名を、当社職員が当該

会社の監査役１名を兼務しております。 

  取引関係 該当事項はありません。 

（11）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 2025 年３月期（連結） 2025 年３月期（単体） 

  純資産 1,860 百万円 1 百万円 

  総資産 2,630 百万円 1 百万円 

  １株当たり純資産 42.51 円 1,037.75 円 

  売上高 1,978 百万円 △0 百万円 

  営業損失 △489 百万円 △0 百万円 

  経常損失 △394 百万円 △0 百万円 

  親会社株主に帰属する 

当期純損失 

 

△728 百万円 

 

△0 百万円 

  １株当たり当期純利益 △17.14 円 △407.64 円 

 

⑥ 吸収合併後の状況 

 本吸収合併に伴う当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び

決算期に変更はありません。 

 

⑦ 今後の見通し 

 本吸収合併は、非連結子会社の吸収合併であり、当社の連結業績に与える影響は軽微

であります。 

 

２． 解散 

（１） 解散の理由 

当社グループは、IP（Intellectual Property）を活用した、トレンド性や時事性を反

映させた「ファスト・エンタテインメント」に強みを持ち、IP の価値最大化、IP のライ

フサイクルに即した事業構造を模索する中で、多角化事業政策を行ってまいりました。 



その一方で、多角化が進み大きく広がったビジネス領域において、期待した投資の成

果が得られない状況などが存在しておりました。当社グループは IP×テクノロジーとい

う創業以来のコアビジネスに立ち戻り、そこに AI をかけ合わせた AI 事業を今後の当社

のビジネスの主軸と位置付けて、ビジネス領域の選択と集中を行っております。 

そのような状況下において、タイレル株式会社（以下「タイレル」といいます。）、

合同会社ドリームリンク（以下「ドリームリンク」といいます。）、株式会社ディーエ

ルイー コリア（以下「DLE Korea」といいます。）及び非連結子会社である DLE 

America Inc. （以下「DLE America」といいます。）については、その経営資源を当社

のコアビジネス事業に集中させることが、当社グループの成長に資する最善策であると

判断し、解散することを決定いたしました。 

 

（２） 解散する子会社の概要 

＜タイレルの概要＞ 

（１） 名 称 タイレル株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区麹町三丁目３番地４ 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 椎木 隆太 

（４） 事 業 内 容 インターネットビジネスサービス事業等 

（５） 資 本 金 2 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2022 年４月 26 日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 株式会社 CJ4K 100％ 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 
当社の子会社である株式会社

CJ4K が当該会社へ 100%出資 

人 的 関 係 

当社の取締役２名が当該会社の

取締役２名を、当社職員２名が

当該会社の取締役１名及び監査

役１名を兼務しております。 

取 引 関 係 該当なし 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当なし 

（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態                

決算期 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 

 純 資 産  4 百万円 4 百万円 4 百万円 

 総 資 産  4 百万円 4 百万円 4 百万円 

 売 上 高  － － － 

 営 業 損 失  △0 百万円 △0 百万円 △0 百万円 

 経 常 損 失  △0 百万円 △0 百万円 △0 百万円 

 当 期 純 損 失  △0 百万円 △0 百万円 △0 百万円 



 

＜ドリームリンクの概要＞ 

（１） 名 称 合同会社ドリームリンク 

（２） 所 在 地 東京都千代田区麹町三丁目３番地４ 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 
代表社員 株式会社ディー・エル・イー 

職務執行者 小野 亮 

（４） 事 業 内 容 純粋持株会社 

（５） 資 本 金 1 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2021 年５月 17 日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 当社 100% 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当社が当該会社へ 100%を出資 

人 的 関 係 該当なし 

取 引 関 係 該当なし 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当なし 

（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態                

決算期 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 

 純 資 産  0 百万円 0 百万円 0 百万円 

 総 資 産  0 百万円 0 百万円 0 百万円 

 売 上 高  － － － 

 営 業 損 失  △0 百万円 △0 百万円 △0 百万円 

 経 常 損 失  △0 百万円 △0 百万円 △0 百万円 

 当 期 純 損 失  △0 百万円 △0 百万円 △0 百万円 

 

 

＜DLE Korea の概要＞ 

（１） 名 称 株式会社ディーエルイー コリア 

（２） 所 在 地 ソウル特別市江南区永東大路 602 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 安 正濱 

（４） 事 業 内 容 広告、コンサルティング事業等 

（５） 資 本 金 
100,000 千ウォン(2025 年９月末時点 同日時点の為

替レートで換算して約 10 百万円) 

（６） 設 立 年 月 日 2023 年９月 13 日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 当社 100% 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当社が当該会社へ 100%を出資 

人 的 関 係 当社の取締役１名が当該会社の



取締役１名を、当社職員１名が

当該会社の取締役１名を兼務し

ております。 

取 引 関 係 営業上の取引があります。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当なし 

（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態                

決算期  2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 

 純 資 産 ※ 1 百万ウォン  109 49 

  百万円  12 5 

 総 資 産 ※ 1 百万ウォン  116 57 

  百万円  12 6 

 売 上 高 百万ウォン  32 153 

  百万円  3 17 

 営 業 利 益 又 は 百万ウォン  9 △59 

 営 業 損 失 ※ 2 百万円  1 △6 

 経 常 利 益 又 は 百万ウォン  9 △59 

 経 常 損 失 ※ 2 百万円  1 △6 

 当 期 純 利 益 又 は 

当 期 純 損 失 ※ 2 

百万ウォン  9 △60 

 百万円  1 △6 

※1 各決算期の期末日の為替レートにて換算しております。 

※2 各決算期の期中平均の為替レートにて換算しております。 

 

 

＜DLE America の概要＞ 

（１） 名 称 DLE America Inc. 

（２） 所 在 地 
8 The Green,SteR,in the City of Dover,Country 

of Kent,DE19901 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 OFFICER 椎木 隆太 

（４） 事 業 内 容 投資運用業等 

（５） 資 本 金 
50 千 US ドル(2025 年９月末時点 同日時点の為替レ

ートで換算して約 7 百万円) 

（６） 設 立 年 月 日 2020 年９月１日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 当社 100% 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当社が当該会社へ 100%を出資 

人 的 関 係 該当なし 



取 引 関 係 該当なし 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当なし 

（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態                

決算期 2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 

 純 資 産 ※ 1 千 US ドル 45 42 39 

  百万円 6 5 6 

 総 資 産 ※ 1 千 US ドル 49 49 49 

  百万円 6 7 7 

 売 上 高 千 US ドル － － － 

  百万円 － － － 

 営 業 損 失 ※ 2 千 US ドル △2 △2 △2 

  百万円 △0 △0 △0 

 経 常 損 失 ※ 2 千 US ドル 2 2 2 

  百万円 △0 △0 △0 

 
当 期 純 損 失 ※ 2 

千 US ドル 2 2 2 

 百万円 △0 △0 △0 

※1 各決算期の期末日の為替レートにて換算しております。 

※2 各決算期の期中平均の為替レートにて換算しております。 

 

（３）解散のスケジュール 

2025 年 11 月 26 日 当社取締役会における当該子会社の解散決議 

今後、法令に従った必要な手続きが完了次第、速やかに清算予定です。 

 

（４）今後の見通し 

本件が当期の連結業績に与える影響につきましては現在精査中ではございますが、今後、開

示すべき事項が発生した場合は、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


